
 
 

 
 

 

 
公益社団法人 日本経済研究センター 
Japan Center for Economic Research 

http://www.jcer.or.jp/ 

  

2017 年３月 24 日 

健康寿命延伸と ICT 活用で介護の効率化を 

―働く高齢者増で GDP を 1.5 兆～２兆円押し上げ― 

 産業調査班 1 

日本は世界でも類を見ない速さで少子高齢化が進行し、生産年齢人口が減少する中、

国民医療費、介護保険給付費は増加を続け、財政を圧迫しており、社会保障制度が中

長期的に破綻する懸念もある。産業調査班では、超高齢化社会において可能な限り介

護を必要としない試みと、介護が必要になった場合への官民の対応、この２つの観点

から現在の取り組みを整理・評価し、持続可能な医療介護システムの維持と経済の活

性化につなげる方策を考えた。 

 

＜総論＞ 

１．医療・介護は急速に財政を圧迫 

 国立社会保障・人口問題研究所（以下、社人研）の推計によると 2025 年には、団塊

の世代が 75 歳以上の後期高齢者となる。その後も 65 歳以上人口の割合（高齢化率）

は上昇を続ける一方、現役世代の生産年齢人口は減少していく。仮に出生率が終戦直

後の第１次ベビーブーム期（1947～1949 年）の水準まで回復したとしても、2060 年程

度まで人口が減少するという社人研の推計は実現の蓋然性が高い。 

高齢者の割合が高まることで、医療費は膨張し、財政を圧迫する。国民医療費の伸

びは名目国内総生産（GDP）の伸びを上回り、2015 年度から 25 年度にかけて、約 45

兆円から約 60 兆円まで約 15 兆円、介護保険給付費は約 10 兆円から約 21 兆円まで 10

兆円以上増加すると見込まれている。公的医療保険は制度の維持が困難になり、高齢

化の影響は医療よりも介護の分野でより大きく、介護保険も財政を圧迫し続ける。 

 要介護認定者数の伸びは、高齢者の人口も減少することから 2035 年頃からやや鈍化

するが、生産年齢人口も同時に落ち込み、１人の要介護認定者に対する現役世代の比

率は急激に低下する。健康寿命を延ばすことで、要介護者の増加を抑制する方策が望

まれる。介護人材についても人手不足が深刻化し、厚生労働省の推計では、25 年に 37.7

万人まで需給ギャップが拡大するとしている。外国人労働者の受け入れなどにより介

護人材を確保しなければ、介護が必要な人に支援が行き渡らなくなる可能性がある。 

 

２．健康寿命の延伸策と ICT・ロボのフル活用がカギ 

 国際比較では、日本の不健康寿命（平均寿命と健康寿命の差、男女平均で約 10 年）

は短い方であるが、それでも男女ともに延びている。不健康寿命が長くなることは、

                                                   
1 日本経済研究センター副主任研究員・宮﨑孝史を総括として研究生・青栁麻美（東日本銀行）、

長島嘉洋（足利銀行）、中村亮介（八十二銀行）、吉田諭史（横浜銀行）が執筆、日本経済研究

センター主任研究員・小林辰男が主査として監修した。 
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医療費や介護給付費の多くが費やされる期間が延びることを意味する。平均寿命の延

び以上に健康寿命を延ばし、不健康寿命をいかに短くするかが、医療費、介護給付費

抑制のカギを握る。健康寿命を延ばし、働く高齢者が増加すると、少なくとも年間 1.5

～２兆円、経済の押し上げ効果が見込まれる（総論図表１）。これは国民所得の約 0.5％

に相当する。健康寿命の延長によって高齢者の労働参加が増加すれば、その分医療費・

給付費が削減できるだけでなく、高齢者の自己負担の割合を上げる余地が生まれ、財

政負担をさらに軽減することができる。また 60 歳以上の労働力率が、現役世代並みに

高まるなどの条件を勘案すると 16 兆円の押し上げにつながる可能性も秘めている。だ

からこそ、健康寿命を延ばし、高齢者の自立を支援する官民の取り組みが始まってい

る。 

 

総論図表１ 高齢者の労働力率が高まれば財政負担の軽減に 

 
（資料）国立社会保障・人口問題研究所、内閣府『平成 28 年版高齢社会白書』、国税庁『平成

27 年分民間給与実態統計調査』 

 

一方、介護が必要になった場合に効率的な対応ができるような研究やサービスも始

まっている。介護は通常の自由市場とは違い、価格と供給量に対する制約が強く、そ

の他さまざまな制約によって市場メカニズムが働きにくい。医療・介護分野の労働生

産性は非製造業の平均を大きく下回っており、情報通信技術（ICT）やロボットの活用

を通じた生産性、事務効率の向上とコスト削減に大きな改善の余地が残されている。

さらに介護事業の産業化を目指す動きも見られる。 

日本の介護事業者の一部は、海外事業を展開しており、政府も日本式介護の輸出を

目標に掲げ、「アジア健康構想」を打ち出している。中国など近隣のアジア諸国も高齢

化が進んでおり、「高齢化先進国」である日本の経験は生かす余地が大きいからだ。ま

た国内では、公的介護保険ではカバーできないサービスを提供する保険外サービスも

広がり始めている。保険外サービスは、事業者の収益向上、利用者家族の負担を軽減

でき、拡大が期待される。しかし現状では、保険外サービスに関して非効率な規制も

あり、解決すべき課題も多い。ルールを明確にし、非効率な規制を緩和・撤廃するな

ど、制度を見直すことが必要だ。  
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＜各論概要＞ 

 

 米国発の CCRC（Continuing Care Retirement Community）は、介護予防や医療、介

護などの総合的なサービスを提供するシステムとしての共同体であり、「高齢者の自立

と尊厳を守る」という方針のもと、高齢者が健康な時から介護が必要になるまで継続

的なケアを提供する。日本でも米国の流れをくむ民間の CCRC が登場し、政府も地方創

生の一手として、「日本版 CCRC 構想」を打ち出した。CCRC は様々な需要を生み出し、

周囲に関連サービスを提供する機関が集積することで雇用を創出し、地域の発展に貢

献する可能性を秘めている。一方、高齢者が CCRC に移住しても、社会保障支出が増え

るだけとの意見もあり、高齢者だけでなく、いかに現役世代へアピールするかが、CCRC

の成功のカギとなろう。 

 

 住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住

まい・医療・介護・予防・生活支援を一体的に提供する地域づくりを目指すのが、「地

域包括ケアシステム」である。市町村など各自治体の主導でさまざまな取り組みがな

されているが、現在は道半ばであり、成果を評価するまでには至っていない。ただ、

個別の事例では、介護予防プログラムに有意な改善効果が認められるなど、一定の成

果も出始めている。また、高齢者自身による予防行為に対して報酬を与え、自立を支

援する取り組みが各地で進んでいる。しかし、参加人数が少なく、事業のコストパフ

ォーマンスは低迷しており、自立支援に対する評価も確立していないなどの課題も浮

上している。 

 

 2013 年の日本再興戦略の「ロボット介護機器開発５カ年計画」では、ロボット介護

機器の市場規模を 2020 年に約 500 億円、2030 年に約 2600 億円まで拡大することが盛

り込まれている。しかし、足元の市場規模は約 10 億円であり、国の計画を大幅に下回

る見込みである。国や自治体による介護ロボットの開発・導入に対する補助金などの

支援は、今後普及をより一層進めていく後押しとの見方もあるが、補助金頼みの市場

形成になっているのが現状である。介護ロボットは作業・業務負担の軽減が期待され

るが、誤作動、故障の不安に加え、被介護者も対人間のコミュニケーションを求める

意識があり、実際の利用者はまだ少数にとどまっている。 

北九州市は国家戦略特区で介護ロボ開発を進めるが、介護現場での作業を科学的か

つ体系的に分析（見える化）することで、介護現場をロボ向きに変える取り組みを始

めている。現場サイドと開発サイドの双方から介護現場の「カイゼン」を目指す。 

 介護業務の効率化には、ICT の導入も不可欠である。本調査のヒアリングでは、介護

（１）CCRC の実践と課題―高齢者が生涯活躍できる場所へ 

（２）地域包括ケア・予防―住み慣れた地域で一体的なサービス提供を 

（３）ICT・ロボットの活用―現状は補助金頼み、普及はまだこれから 
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記録の管理の電子化が業務効率の改善に有効という声が聞かれた。機器導入には抵抗

感もあったというが、一度導入されれば意識も変わる。また、機器の導入には IT の専

門知識を持った人材も必要となり、介護人材だけでなく、IT 人材を確保することも重

要となる。 

 

 現在、日本の外国人労働者の受け入れ方法としては、技能実習生としての受け入れ、

EPA（経済連携協定）や在留資格の枠組みの中での受け入れの３つがある。政府は、外

国人を単純労働者として受け入れないという立場をとっている。日本の労働市場の中

で外国人労働者の数は着実に増加しているが、受け入れ方法は一層の規制緩和が求め

られる。国内では人手不足が深刻かつ低賃金が問題視されているが、現行の賃金水準

でも就業を希望する外国人は多く、魅力的な労働供給源である。実際に外国人を雇用

している事業者側は、外国人労働者の採用はその適用力の高さから労働力確保の手段

として重要な位置づけとなっており、海外への事業展開での活用を見据えるなど期待

度は高い。政府が受け入れに際しての課題と考えるコミュニケーション能力の不足を

挙げる声は聞かれなかった。被介護者も、外国人に介護されることへの抵抗感はない

との声が聞かれた。一方で、仕事以外での日常生活などに対する教育が大変との事業

者側の声があり、日本になじむ面では外国人労働者への支援が必要とされる。 

 

 公的介護保険制度は、要介護者の能力に応じて自立した日常生活を営むために必要

なサービス給付を行うことが目的であり、高齢者の生活ニーズや要望すべてに対応し

ているわけではない。介護保険サービスのみでは暮らしを支える上で不十分であり、

地域包括ケアシステムを補完するためにも、保険外サービス（家事支援、見守り、配

食など）の充実・拡大が求められる。いくつかの生活関連企業は、他社のサービスと

の差別化や他社のサービスとの組み合わせを図りながら、顧客の多様なニーズに対応

している。介護報酬の対象となる介護保険サービスと対象でない保険外サービスを同

時・一体で提供するいわゆる混合介護には非効率な規制もあり、規制緩和が求められ

る。保険外サービスの市場についても人材不足は、共通の問題であり、地方での展開

が難しいことや、地域ごとにローカルルールが存在するといった点も課題として挙げ

られる。全国で統一した規制の緩和が求められる。 

 

  

（４）外国人労働者の活用―職場に柔軟に対応、生活面では支援が必要も 

（５）保険外サービス―高齢者の選択肢の幅拡大に期待 
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ＢＯＸ “就労寿命”の延長を 

―医師・高齢者・家族・社会の意識改革が不可欠― 

 産業調査班は、健康寿命を伸ばし、介護の 

ビジネス化を促すことは国民負担軽減につなが 

るとの認識の下に調査研究を進めた。しかし、 

その実現は簡単ではない。終末期医療に対する 

意識改革を訴え「健康寿命より就労寿命」が大 

切と主張する石蔵文信・大阪樟蔭女子大学教授 

（循環器・心療内科医）に話を聞いた。 

 

Ｑ． 延命措置など終末期の医療・介護には莫大な負担がかかるが、このままでは

財政が破綻する？ 

Ａ． 超高齢者が救急で担ぎ込まれ、救急処置の後に「胃ろう」や「チューブ」な

どの措置をすると相当な費用がかかるが保険で大部分はカバーできる。家族や

本人がある程度負担する仕組みがないと、「できる限りのことをしてほしい」

となる。医師側も、「寿命なので平穏死を迎えさせてあげよう」と思っても、

訴えられるリスクや医療行為をしないと利益にならないという問題がある。米

国のように本人や家族にチャージされる場合、経済的な面も考慮して判断がな

されるが、日本では保険適用から外すことは、コンセンサスを得にくい。 

Ｑ． そもそも健康な状態を長く継続することの方が大切では？ 

Ａ． 健康寿命より、私は「就労寿命」がより重要だと訴えている。健康だが年金

だけもらって生活している高齢者が増えると、社会保障はパンクする。働ける

うちは、精一杯働けば年金への負担も軽減できる。仕事をやめて 10 年程度で

亡くなることが前提で年金制度は設計されており、働かずに長生きする人が増

えたら社会保障制度は当然持たない。世間では誤解があるようだが、不健康な

生活で病気になって早世する人の社会保障への負荷は、健康で働かずに長生き

する人と大差ないだろう。私は逆説的に「ヘビースモーカーで早世する人は多

額の税金を納めた上、社会保障への負荷も小さい」と言っている。健康寿命を

延ばすと同時に、高齢者が働ける環境の拡大が不可欠だ。 

Ｑ． 大企業には再雇用制度もあるが、いやいや採用していたり、働きたくない人

もいたりで、高齢者が働く職場は簡単に見つからないのでは？ 

Ａ． 「会社が嫌でたまらん」といって定年退職した人が、仕事がなくなりうつ病

になるケースはよくある。仕事は結構ある。要は「東京でのサラリーマンの延

長でしか仕事はしない」という意識を変えることが大切だ。非正規社員が社会

問題になっているが、高齢者の働き方には合う。タクシーに乗った際に高齢者

の運転手さんにヒアリングするのだが、年金をもらいながら週２～３日働くに  
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お問い合わせは研究本部（03-6256-7730 まで） 

 

※本稿の無断転載を禁じます。詳細は総務・事業本部までご照会ください。 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 

公益社団法人 日本経済研究センター 

〒100-8066 東京都千代田区大手町1－3－7 日本経済新聞社東京本社ビル11階  
TEL:03-6256-7710 ／ FAX:03-6256-7924 

は（タクシードライバーは）丁度いいという。子育て中はタクシーの運転だけ

では生活は厳しいが、現役を退いた後なら割のいい仕事らしい。早朝のファー

ストフード店でも結構多くの高齢者が働いている。地方なら庭付き一軒家が数

万円／月で借りられ、畑仕事をすれば自給自足の生活も可能だ。また介護施設

で働き、その分は介護を受ける権利となるポイント制などもあるといい。 

   企業にもインセンティブを与えてはどうか。高齢者について最低賃金制度の

適用からはずし、その代わり、高齢者を雇うと同時に若者も１人雇用すること

を義務づけるなんてアイデアはどうだろうか。 

Ｑ． 最終的には、終末期に医療を受けると医療費がやはり膨らむのでは？ 

Ａ． 高齢者が倒れた場合、慌てて救急車を呼ぶのではなく、看取り医を呼ぶよう

にする意識改革が大切だ。救急車を呼ぶと「天寿」であっても、点滴やチュー

ブで栄養や水分を送り込まれ、かえって苦しみが増して、平穏死できない。費

用もかかる。むしろ看取り医を決めておき、その先生に連絡し、平穏な最期を

迎えるようにした方が、費用もかからないし、高齢者本人も苦しまない。家族

の負担も楽だ。家族も意識改革が必要となる。 

看取り医を務める医師の数は徐々に増えているし、インセンティブもある。

第一線を外れた医師がやれば十分にビジネスになる。 

（聞き手は小林辰男） 

石蔵教授は終末期医療の意識改革を訴えているが、本業は自由診療によるうつ病

治療に取り組む医師だ。「慢性的に頭痛・めまい・高血圧、胃炎などに苦しみ、病

院巡りをいる人の多くは、実はうつ病」という。60 歳の男性患者の例で石蔵教授

が試算したところ、薬剤費や検査料、救急受診などで年間 70 万円、75 歳まで生き

るとすると治療費は 1000 万円に達する。初診 10 万円で、診察に１時間半の時間を

かけた治療を行っている。５分診察では、本当の病気の原因がみつけられないから

だ。自由診療のほか、産業医として企業と契約し、企業内のうつ病の治療にも取り

組んでいる。契約企業の社員は、なるべく早く、同じような丁寧な診察を受けられ

る。一般診療では保険報酬だけでは十分な収入は得ることはできないので、短時間

で多くの患者をする必要がある。一定の報酬をもらって活動して、企業内の患者が

少なくなれば、診療は楽になる。うつ病の患者さんを減らせば減らすほど企業や医

師もメリットのある仕組みだ。 
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